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1.はじめに

イギリスにおいても、住宅問題はけっして

過去の問題ではなく、今日の一社会問題をな

す。住宅慈善団体シェルターCShalter)の推

計によれば、いわゆるホームレスといわれる

人々の数は、路上生活者8，600人、不法占拠

者50，000人、簡易宿泊施設等での一時的居住

者137，000人(単身者)にのぼり、モーゲッ

ジ未返済による不動産の差し押さえは1992/

93年だけで60，500世帯、累計で151，000世帯

*論文の提出及び受理は、 1994年4月。

一橋大学経済学部教授

福田泰雄

次〕

5. 持家政策

6. アメニティと都市計画

7. むすび

を数えるCShelter，“AnnualReport 1992/3")。

このホームレスに代表される住宅問題は、長

びく経済不況、その下で進行する所得分配の

不平等化、家庭崩壊、社会秩序のみだれといっ

た一般的経済・社会状況を抜きにしては語り

えない。しかも、それはまた同時に、サッチャ一

政権以降の保守党政権下での大幅な住宅予算

の削減、カウ γシルハウスと呼ばれる公共住

宅の売却等、それまでの住宅政策からの大幅

な後退、あるいはその転換・廃止による結果

でもある。
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しかしまた、一方でこうした住宅問題を抱

えるものの、イギリスの今日の住宅事情が、

とりわけわが国と比較した場合、個々の住宅

の質の面でも、道路・歩道、公園の整備といっ

た住宅・都市環境の面でも、格段と恵まれた

水準にあることもまた事実である。イギリス

では、高層建築フラット住宅は、低質住宅の

代名詞とされているが、 6階建以上の高層フ

ラット住宅は全ストック比率で2.1%(イ γ

グラシド、 1986年)にすぎない。住宅の広さ

の点で見ると、わが国では、全国3，741万世

帯のうち最低居住水準 (4人家族で住戸専用

面積44ぱ・内法)未満世帯が355万世帯、比

率で9.5%にのぼる (1988年「住宅統計調査J) 

。いい換えれば、台所兼食堂を 1室にカウ γ

トして、 1人1室の条件を満たさない居住条

件下の世帯が全世帯の9.5%を占める。他方、

イギリスでは、 1室の面積が広い上に、 1室

当たり 1人を超える居住条件下の世帯は、 58

万、全世帯比率では、わが国の約3分の l、

3.3%である。

また、住宅へのアクセスの点で見ても、わ

が国では、総人口の25%が集中する首都圏に

おける住宅価格の年収倍率は5倍を大幅に超

えるが、イギリスでは、平均年収に対する住

宅価格の比率が3.5倍を超えたのは、第1次、

第2次オイルショック、両期の前後において

であって、それ以外の時期では3.5倍に収ま

る。公共住宅についても、カウシシルハウス

に相当する低家賃の公営住宅は、わが国では

ストック比で5.3%(1988年)でしかないが、

イギリスのカウソシルハウスは、ピーク時は

30%、大量売却後でもなお21.9%(1991年12

月)を占め、わが国と比べ、人々の住宅への
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アクセス条件は良い。住宅・都市環境につい

てもイギリスはより恵まれた状況下にある。

大都市といえども公園、歩道等公的オープン

スペースが確保されており、車椅子の老人の

外出を可能とする余裕を持ち、さらに、都市

は、色、素材、容積および建築ラインの点で

調和のとれた美しい街並み、アメニティを基

本的に兼ね備えている。また、都市をとり囲

む田園風景の保存がしっかりしており、都市

膨張はあっても、わが国におけるようなスプ

ロール化現象は見られない。

本稿の課題は、こうしたイギリス住宅・都

市事情のメリット、比較優位を都市計画制度

も含めた住宅政策の成果とおさえ、戦後イギ

リス住宅政策の特色・内容をその基本的骨格

において明らかにし、政策経験から得られる、

わが国にとっての教訓を引き出すことにある。

わが国の経済力が、イギリスを超えて久し

い。しかし、なお住宅後進国からの脱却の見

通しは明るくはない。住宅部門への資源配分

をいかにして確保、保証するか、住宅・都市

形成をいかに秩序づけるか、これは市場メカ

ニズムに代わる政策介入の仕事であり、市場

に先導された民活型政策に代わる公共優位の

開発のコントロール、住宅政策の確立なくし

て、わが国住宅問題の解決はありえないので

ある。

2. イギリス住宅政策

イギリス住宅・都市政策の起源は、 19世紀

中葉に遡るo 19世紀イギリス資本主義の発展

は、産業動力源の水力から蒸気力への移行に

伴い、農村部から炭鉱都市地域への製造業の



シフト、その都市部での人口膨張をもたらし

た。人口の都市比率は、 1801年20%であった

ものが、 1851年には54%と過半数を超え、

民の41.2%は、 1室2人以上の過密住宅をよ

ぎなくされていた2。都市スラム問題は、疫

病蔓延の巣として、都市中産階級にとっても

1911年には78%と約1世紀の聞に4倍の上昇 放置しえず、ここに1848年公衆衛生法を初め

を示す1。こうした急速な都市部への人口の として、以後1851年労働者階級宿泊所法

集中・集積は、同時に、劣悪、過密、かつ不 CLabouring Classes Lodging Houses Act) 

衛生なスラムをもたらした。労働者階級ル訴し等、住宅・都市政策としての公共介入が実現

この都市急膨張に伴う都市問題の趨寄せを受 するに至る。こうした歴史的起源を持つイギ

け、 1885年当時、労働者世帯の85%は、対収

入比20%以上の家賃負担、このうち半数につ

いては、 25%~50%の家賃負担にあえぎ、さ

らに1891年のセンサスによれば、ロシドソ住

リス住宅・都市政策は、 1945年頃までにその

体系を整えたといわれる 3。

イギリス住宅政策も多岐に渡り、その体系

的把握は容易ではないが、政策介入それ自体

表1 イギリス住宅対策

直接
ー的ー政ーー策ーー対ー豪政ー策ーー実ー施ー主体 中 央 政 府 地 方 政 府 そ の 他

(1)モーゲッジ利子支払税控除 (11)家賃プール制 (1却建築組合
(2)キャピタルゲイ γ非課税 (12){修復・改善補助金
(3)帰属家賃非課税 (1司公共住宅割引売却制度

消費者 (4)住宅給付川

(5)モーゲッジ返済補助
(6)まかない付き下宿代支払い
(7)住宅取得権問

(8)住宅会計補助金 (14)レイト資金の住宅会計への ω)住宅協会補助金(住宅公社)
(9)シティ 補助金ω 振智"
倒産業振興計画 (間企業および住宅協会とのパ

供給者 トナーシップ
(6)住宅協会貸付

(1旬家賃統制・規制
(18)計画規制

(注)(1)住宅給付は、地方政府によって運用されているが、政府によって管理されている。

(2)住宅取得権は、地方政府によって施行されているが、政府の方針決定による。

(3)シティー補助金は、かつての都市開発補助金に代わるもので、管理・予算共に環境省の管轄下にある。

(4)レイト資金と住宅会計との聞の振替は、 1989年の地方政府及び住宅法により禁止された。

(資料 TonyCrook，Richard Eastall，]ohn Hughes，]ohn Sugden and Roy Wilkinson，Hi開抑留民畑町'ezn 
Sheffield， 1990，p .14. 

119世紀の都市の成長、住宅事情については、次の文献参照。 ]ohnBurnett， A Social History of 
Housing 1815 -1985， 2nd ed. ，1986およびH側 singStrategies In Europe 1880-1930， ed. by Colin G. 
Pooly， 1992. 
'C.G.Pooley，。ρ.cit.参照。
3戦後についても、一般的経済情勢、および住宅・都市それ自体の状況の変化につれ、住宅・都市政策

は、変遷、重点推移を伴うが、そうした政策の歴史的展開については次の文献を参照。内田勝一「戦後

イギリスにおける住宅法制の展開と政策J W比較法学~ (早稲田大学比較法研究所)、第17巻第1号、
Roger Smith，“Great Britain" ，in Housing in Euroρe，ed.by Martin Wynn，1984，Anthony R. 
Sutcliffe， Towards the Planned City:Germany， Britain， the United States and Fra仰 ，1780一1914，1981，

Gordon E.Cherry，The Evolution of British Town Planning，1974，].Barry Cullingworth，Town and 
Country Planning in Britain， 10th ed .1988. 
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は、 (1)財政支出、 (2)税制、 (3)規制の 3手段に

よってなされる。(1)財政支出の具体的内容は、

公共主体による土地購入、住宅、公共施設の

建設、補助金支出であり、 (2)税制とは、減免

税措置であり、 (3)規制とは、民営借家に対す

る家賃統制・規制、都市計画法に基づく開発

規制、建築規則による建築規制である。これ

らの政策は、一部は中央政府により、一部は

地方政府によって実施される。この政策担当

区分を基準に住宅政策を分類整理したのが表

1である。さらに、この地方政府、中央政府

区分に加え、住宅政策の体系的把握にとって

必要不可欠となるのが住宅の保有形態

(tenure)区分である。この保有形態区分視

点によれば、表1に示された住宅政策は、以

下の5グループに分類される。

第1政策グ、ループでは、イギリス住宅政策

の中心を形成してきた公共住宅政策で、 (4)住

宅給付、 (8)住宅会計補助金、 (11)家賃プール制、

(14)レイト(固定資産税)資金の住宅会計への

繰り入れがこれに当たる。地方自治体は、公

債発行、金融機関および政府(PublicWorks 

Loan Board)からの借入れを主要な資金と

して公共住宅を建設するが、その投資に対す

る返済資金および、公共住宅の維持・管理費

は、中央政府による(8)地方政府住宅会計への

補助金、(刊レイ卜資金O)~方政府一般会計)
からの繰り入れ、家賃収入、光熱費等雑収入、

および公共住宅売却金運用利子によってあて

がわれる。つまり、 (8)住宅会計補助金、 (1のレ

イト資金の住宅会計への繰り入れは、家賃収

入を補い、従って公共住宅家賃を低く押さえ

る意味をもっ。 (11)家賃プール制4も、家賃政

策にかかわり、初期の建設コストの安い時期

に建設された公共住宅家賃と後年の高い建設

コストの下で建設された公共住宅家賃とを平

準化することによって、後者の家賃負担を軽

くする意図をもっ。しかし、以上の政策によっ

ても、公共住宅家賃がその住人の支払能力範

囲内に収まる保証はない。 (4)住宅給付は、家

賃支払能力を欠く世帯に対する給付である。

第2は、対民営借家政策で、 (1力家賃統制・

規制がその中心をなしてきた。そして、第3

は、(紛住宅協会 (HousingAssociation)に

対する住宅公社(HousihgCorporation)を

通じての資金的助成、(16)地方政府による住宅

協会への貸付といった対住宅協会政策である。

1990年現在、民営借家世帯は全世帯の6.9%、

住宅協会住宅借家世帯は2.9%を占める 5が、

これら両借家世帯に対する以上の第2、第3

政策グループは、第1の公共住宅政策の補完

的位置を占めるものである。

第4は、対持家政策であり、通常MIRAS

(Mortgage Interest Rerief at Source)およ

びMITR(MortgageInterest Tax Rerief)と

略される(1)モーゲッジ利子の所得控除、 (2)キャ

ピタルゲイ γ非課税、 (3)帰属家賃非課税、 (5)

モーゲッジ返済補助金、 (7)住宅取得権

(Right to Buy)、(13)公共住宅の値引販売、

(19)建築組合(BuildingSociety)制度およびそ

4シェフィールド通勤圏での調査によれば、プール制の下、一方でコスト家賃の2倍の家賃が課され、

他方でコスト家賃の26%~60%の減額がなされている (R.Eastall et al. ，ibid. ，p.56)。
5R.K. Wilkinson，“Welfare and Housing: The Welfare Effects of Recent Housing Policy in 

Britain，"Sheffield University Management School Discussion Paper No.92.22，p.12による。
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れに対する優遇税制、以上が第4政策グルー 上の第1、第3、第4政策グループは、住宅

プを形成する。 (1)モーゲッジ利子所得控除は、 部門への資源配分の政策的確保にかかわるが、

持家購入者に対する利払い軽減措置であり、 この第5政策グループは、そうして確保され

(5)モーゲッジ返済補助金は、社会保障給付と た資源をアメニティを兼ね備えた住宅環境、

してのもので対象者は限られる。 (7)住宅取得 機能的都市そのも法う形成していくかにか

権は、サッチャ一政権下1980年住宅法によっ かわるo . Q司

て導入されたもので、同法によって公営住宅 なお以上5つの政策グループのうち、第1

入居者は、公共住宅購入を権利として認めら/イえの公共住宅政策、第4の対持家政策、第5の

れた。側公共住宅の値引販売は、売却即建策 計画規制がイギリス住宅政策の3本柱を形成

の柱である。(19)建築組合(BuildingSociety) する。対公共住宅政策、および対持家政策が

は、住宅金融専門の金融機関として、これま イギリス住宅政策の柱をなす点については、

で持家住宅建設のための資金フロー確保とい 政府住宅予算の配分構成比からすでに明らか

う重要な役割を担ってきた。

表1に掲げられた残りの政策項目のうち、

(6)まかない付下宿代支払いは、ホームレス対

策であり、 (9)シティー補助金は、市中心部で

の再開発政策である。 (10)産業振興計画

である。サッチャ一政権によって、それまで

の戦後住宅政策はドラスチックな改変を見る

が、サッチャ一政権直前の1977一78年度政府

住宅予算の配分構成によれば、住宅給付を含

む公共住宅予算は、 50%を上回り、以下モー

(Business Expansion Scheme)は、シティ ゲッジ利子の税控除21%、住宅協会への補助

中心部での再発聞を雇用機会の面から支援す約 金9%、民営借家世帯に対する家賃補助1%

る役割をもっ。 (1搬復・改善補助金は、老ば と続く 60 従って、以下、公共住宅政策につ

化した住宅の修復・改善に対する補助金によ いては、第3節で、それを補完する対民営借

る助成策であり、 (15)私企業および住宅協会と

のパートナーシップ(PartnershipSchemes 

with Private Sector and Housing 

Associations)は、近年の地方政府の住宅予

算制約の下で、地方政府と民間業者、住宅協

会との連携、役割分担により住宅を供給する

というもので、両政策とも、持家、借家双方

を政策対象として含む。

最後の第 5政策グループは、側計画規制

(planning cortrols)であり、開発規制を軸

とする土地利用、建築規制諸政策である。以

家政策、および対住宅協会政策については、

第4節で、そして対持家政策については、第

5節で、最後に第3の柱としての計画規制に

ついては、第6節でさらに詳しく考察する。

3. 公共住宅政策

公営住宅建設そのものは、 1851年下宿法

(Lodging House Act)に遡るが、公営住宅

建設が本格化するのは、 1919年の住宅・都市

計画法による政府補助金制度の導入以降であ

6 Stephen Merrett， State fli側 singin Britain， 1979， Table 6 -1 (p .152)による。
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る。表2は、住宅ストックの保有形態別構成

比の歴史的変化を見たものである。表2は、

の住宅ストック構成のドラスチックな展開を

示す。 1914年から1990年にかけて、民間借家

1914¥1.:)，降の民間借家から、持家、公共住宅へ は90%から 7%にそのシェアを落とし、反対

".c，-

. 表2 住宅ストックと保有形態(インゲランドおよびウエールズ)

(単位:%) 

持 家 公共住宅ω 民間借家 住宅協会

僅少
v 

1914 10 90 

1951 31 17 52 

1971 52 29 19 

1981 57 31 11 2 

1990 68 23 7 3 

(注)(1)ニュータウン公社の借家を含む。

(資料) D.O.E. ，Housi昭 andConstrnction Statistics. 

図1 住宅建設(イギリス)
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に、持家は10%から68%、公共住宅はほぼO

%から23%(ピーク時には31%)と、それぞ

れシェアを拡大する。公共住宅の供給は、持

家拡大と共に、住宅ストックの構成を戦後に

ついても大きく変えてきたのである。

図1は、戦後について、年々の住宅建設

(完成)を公共部門、私企業、住宅協会の3

建設主体に分けて見たものである。ちなみに、

私企業による住宅建設は、持家と借家を含む

が借家はごく僅かで、基本は持家供給である。

図1の公共住宅建設を見ると、その推移は3

つの時期に区分される。第 1は、戦後から

1950年代後半にかけての時期である。この時

期、公共住宅建設は、その戸数において私企

業による建設を大幅に凌駕する。第2は、

1950年代後半、正確には1958年から1970年代

半ばにかけての時期である。この時期、公共

住宅建設は、 15万戸ラインを上下する一方、

私企業建設戸数は15万戸ラインを上回り、私

企業建設が公共住宅建設を上回る。第3は、

1970年代半ば以降の時期である。 1976年以降、

公共住宅建設は、その規模を縮小するい 20

このように、戦後公共住宅建設は、拡大→安

定化→減少と推移し、大量建設は、第1、第

2期の成果である。次の問題は、そうした大

量供給を可能とした、あるいは反対に第3期

に示される如く公共住宅供給を制約する政策

とは何かである。

イギリスにおける公共住宅の建設、運営主

体は、地方政府である 3。しかし、地方政府

の住宅政策は、中央政府の影響下にあり、こ

れまで政府は、 (1)地方政府に対する補助金政

策、 (2)地方政府の住宅建設の総枠決定にかか

わる住宅投資計画制度HIPs(Housing

Investment Programs)、(3)住宅取得権

(Right to Buy)政策を通して、地方政府の

公共住宅建設・家賃政策の方向性、基本的枠

組を規定してきた。

地方政府の公共住宅政策は、第1に政府の

補助金政策による規制をうける。すでに前節

で言及したように、地方自治体は、地方債発

行、モーゲッジローン等を通じた市中金融、

1公共セクターによる住宅市場への介入は、同時に土地市場への介入である。図 1に示された住宅供給

における公共セクターと私企業の比率から推測するに、戦後から1950年代後半までは、公共セクターに

よる住宅地供給は民開業者による住宅地供給を大幅に上回り、その後も1970年代中頃までは、公共セク

ターによる住宅地供給は、民開業者による供給と市場を二分する規模であったと思われる。 1980年代以

降、住宅供給に占める公共セクターの比重は減少著しいが、そのことは即住宅地供給における公共セク

ターシェアの同時並行的急減を意味しない。シェフィールド市を例にとれば、同市は、宅地開発→民開

業者、住宅協会への売却、あるいは自治体所有地での再開発という形でも、住宅用地供給に関与し、

1980年代においても、住宅開発用地(ストック)の25%~50%の所有主体をなす(T.Crook et al.， ibid. ， 
pp.103-104)。
2公共住宅投資に占める土地代の比率は、年々増加傾向にあり、 1969年は10%に達し、 1975年には19%

に達する(S.Merrett，ibid.，Table 3・1，p.71)。用地費比率の増加は、開発利益の私物化に他ならない。
歴代労働党政府は、 TheTown and Country Planning Act(Betterm巴ntLevy) 1947， The Land 

Commission Act 1967， The Community Land Act 1976の導入により、開発利益の社会的還元に努

めてきたが、いずれもその後の保守党政府によって廃止され、実績はあがっていない。
3ニュータウソにおける住宅建設主体は、政府機関としてのニュータウソ開発公社であるが、建設後の

非売却住宅については、大方、自治体管理に移される。ニュータウ γ建設については、次の文献参照。

Pierre Merlin，New T，ωω'lS， 1969 ， C. Corden ，Planned Cities: NeωTowns in Britain and America， 1978. 
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および政府(PublicWorks Loan Board) 4 

からの借入れによって公共住宅建設資金を調

達し、他方政府補助金(exchequersubsidies)、

レイト資金の繰り入れ (ratefund 

contributions )、家賃収入、家賃補助

(housing benefit)、公共住宅売却金運用利

子Cintereston sales)によって先の借入金を

返済し、かつ公共住宅の維持・管理費をまか

なう。政府補助金は、地方政府の住宅会計の

パラソスをとる上で、きわめて重要な意味を

もつ。

1919年の住宅・都市計画法による公共住宅

建設に対する補助金制度の導入以降、 1979年

に至るまで家賃収入とコストとの差は、原則

として政府補助金によって埋められてきた。

しかも、 1970年代半ばまで、地方政府の公共

住宅建設計画は、デザイソ条件を満せば、自

動的に政府によって認可され、補助金決定が

なされた。つまり、地方政府の公共住宅投資

計画に対する中央政府の直接的介入は行わな

かったのである。しかし、その下でも、投資

計画の許認可とは別に、補助金支給の条件、

補助金水準の操作を通じて、政府は、地方政

府自らによる投資計画策定をコントロールし

てきたといえる 50

1919年に導入された補助金制度は、労働者

階層が支払いうる家賃とすべての不動産所有

者に課せられた 1ペニーのレイト(固定資産

税)収入を上回るコスト部分のすべてが無条

件的に政府補助金によって捕われるというも

のであった。しかし、 1923年保守党政府は、

補助金支給期聞を20年聞に限定し、さらに支

給額を 1戸当り年6ポシドとした。これに対

し、労働党は翌年24年、補助金支給期間を40

年、 1戸当たり都市地域については9ポソド、

農村地域については12ポソドに引き上げる。

しかし、その後、 1933年に保守党政府により

1924年の補助金ルールは撤回され、補助金は

スラムクリアラ γスに伴う代替公営住宅建設

に限定されることになる。

このように、第2次大戦前、政府は、補助

金の支給条件、額の決定を通じて、公営住宅

建設の目的(一般的需要向けvsスラムクリア

ラソス代替住宅)を含め、地方政府の公営住

宅建設の規模をコ γ トロールしてきたのであ

るが、同じことが戦後についてもいえる。労

働党政府は、戦後直後の著しい住宅不足の下

で、公共住宅供給の拡大を計るべく 1946年住

宅法により、補助金の額を1939年水準の3倍

に引き上げた。つまり、補助金は 1戸当り年

16ポンド 1シリ γグ、 60年間とされ、あわせ

て家賃を下げるため一般会計レイ卜資金の住

宅会計への繰り入れが復活した。その後、保

守党政府は、いったん1952年に補助金のレベ

ルを 1戸当り26ポンド14シリング、レイ卜資

金からの繰り入れを 8ポソド18シリシグに引

き上げるが、民間企業による住宅建設の拡大

によって年間総建設目標30万戸が達成される

や否や、 1955年、補助金を 1戸当り22ポンド

1シリング、レイト資金からの繰り入れを

'1977年3月末現在で見ると、地方政府住宅投資資金の27.7%は市中調達、 37.4%は政府(PWLB)から
の借入れである(S.Merrett，ibid. ，p.154)。
5補助金制度の歴史的展開については、 PeterMalpass and Alan Murie，HIωsing Policy and Practice， 
3rd ed. ，1990，およびPeterMalpass， Reshati・ηgHousing Policy， 1990を参照。
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7ポンド7シリングに、共に引き下げる。さ

らに、 1956年保守党政府は、一般需要向け公

共住宅建設政策を廃止し、補助金支給対象を

老人用 1寝室フラットとスラムクリアラ γス

代替住宅に限定する。

その後、 1956年に廃止された一般重要向け

公共住宅補助金が同じ保守党政権下で復活し

(1961年)、さらに後続の労働党政府の下で

補助金水準の引き上げが行われ、 1967年以降、

補助金は市場金利と4%の利子率の差額とし

て計算された。これは、地方政府の公共住宅

建設資金の借入金利4%固定化を意味する。

この新制度の下で、 1戸当り補助金は年額で

それまでの24ポンドから67ポγ ドに引き上げ

られ、その後の金利上昇に伴い、 1971年には

187ポγドにまで引き上げられることになる。

もっとも、 67年以降のこうした補助金額の急

増にもかかわらず、建設費上昇に補助金が追

いつかず、 1973年まで公共住宅建設は逓減せ

ざるをえなかった。

1970年代以降、補助金政策は、新たに公営

住宅家賃政策としての位置づけを与えられる O

保守党は、 1972年住宅財政法により、公営住

宅への公正家賃制度の導入とそれに伴う赤字

補助金制度の導入を計る。この赤字補助金制

度は、 1975-79年の労働党政権期間の中断の

後、サッチャ一政権下において再度導入され、

確立する。 1980年住宅法は、赤字補助金を次

の式で算定する。

補助金=前年度の補助金+見積り支出

(reckonable expenditure)一見積り収入

(reckonable income) 

この算定式の意味は、要するに、政府が地方

政府の住宅支出、および家賃収入を見積り、

その差額として補助金を決定するということ

である。結果は、実際の支出増加を下回る水

準での支出見積り、実際の家賃上昇を上回る

家賃上昇見積り、従って補助金の一方的削減

である。実際、 1986/87年度まで、に、 367イン

グランド地方政府のうち補助金受給地方政府

は、航減少する o ， Á~ 
この1980年に導Xされた赤字補助金制度の

下で、地方政局め住宅会計は、 2クキループに

分かれる。公営住宅建設の縮小と家賃引き上

げによって住宅会計が黒字となり、その余裕

資金を一般会計に繰り入れる自治体と、逆に

公営住宅建設抑制下にあっても家賃収入によっ

てコストをカバーしきれず、一般会計のレイ

卜資金の一部を住宅会計へ繰り入れる自治体

である。そこで保守党政府は、新たに1989年

地方政府及び住宅法により、地方政府の一般

会計と住宅会計の聞に垣根を設け、一方から

他方への資会の繰り入れを禁示したのである。

そのねらいは、住宅会計黒字の自治体に対す

る余剰金の政府への吸い上げであり、住宅会

計赤字自治体に対する家賃引き上げによる赤

字解消の強制である。

地方政府の公共住宅政策は、第2に住宅投

資計画制度HIPs(HousingInvestment 

Programs)による規制をうける。投資計画制

度は、 1976年に労働党政府によって導入され

た。それまでJも政府の公共住宅建設計画
に対する政府の直接的介入は行われず、政府

は補助金制度を通して間接的に地方政府の投

資計画をコントロールしてきたわけである。

もっとも、 HIPs制度導入当初の目的は、政

府による国全体としての公共住宅投資額の決

定とその各地方自治体ニーズに応じての計画
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的配分、割り振りにあった。しかし、 1979年

以降、保守党政府の下で、住宅投資計画制度

は、地方政府の住宅投資に対する管理、抑制

手段としての意義付けを与えられる。すなわ

ち、地方政府による公共住宅建設のための資

金借入れ枠は80年代大きく削減され6、さら

に公営住宅売却金の公共住宅投資への流用限

度は、 1981/2年度当初の50%から、 1984/5年

度には40%、1985/6年度には20%と切りつめ

られていく。 1980年代の公共住宅建設の急減

は、補助金の削減以上に、この住宅投資の総

枠決定に対する政府の直接介入、抑制に7に

よる影響が大きかったといわれる。

地方政府の住宅政策は第3に、 1980年住宅

法で導入された「住宅取得権(rightto buy) J 

政策による制約をうける。同政策は、公共住

宅ストックにかかわるもので、政府は、公共

住宅の3年以上の保障賃借入8に対し、自由

保有権(非フラット)、長期賃借権(フラッ

ト)を取得する権利を付与し、売却を促すた

図2 公共住宅の売却(イギリス全体)

(千)
240 

180 

120 

60 

1981 1986 1990 (年)

(注) 持家に対する売却で、住宅協会および民間借家部門へ
の売却は含まない。

(資料 CentralStatistical office， Social Trends， 22，1992. 

6大ロソドンでは、 1979/80年度から1989/90年度にかけて、住宅投資計画HIPsの割り当て額は84%もの

減少を強いられた(SueBrownnill，Cathy Sharp，Coral Jones and Stephen Merrett，Housing Lond仰 J
Issues 01 Finance and Su仲'ly，1990，Table3.2，p.22)。
'P.Malpass & A.Murie，ot. cit.，pp.106-110参照。
8保障貸借入の規定については、内田、前掲論文，p.89参照。
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め、 33%(3年間の賃借入)から最高50%

(20年間の賃借入)の割引を認めた。さらに、

1986年住宅及び計画法により、公共住宅の民

開業者、その他地主への売却が認、められ、ま

た売却割引幅が拡大された。この「住宅取得

権」政策の下で、 1980年代150万戸の公共住

宅が売却され、公共住宅はその絶対数を減ら

すことになる(図2)。

明らかに、上記赤字補助金制度 (1980年法)、

住宅投資計画制度HIPs、 「住宅取得権」は、

それまでの公共住宅政策からの撤退であり、

それを否定するものである。地方政府にとっ

ては、住民の住宅問題、住民への住宅供給は

1つの重要な政策・行政課題であり、地方政

府は、住宅投資計画の策定が認められ、しか

も労働者階層が支払いうる家賃を上回るコス

ト分を補う補助金支給が認められる限り、公

共住宅建設を積極的に行ってきたのである。

要するに、 1970年代半ばまで展開されてきた

積極的な公共住宅政策は、政府自らが予算配

分という形で政策的に社会的資源の住宅部門

への配分を実現してきたからに他ならない。

そうした政府の予算措置によって保証され

てきた公共住宅政策の第1の成果は、確実か

っ即時的、しかも効率的な大量の住宅供給で

ある。戦後のとりわけ住宅不足が深刻があっ

た時期、公共住宅政策は、迅即かつ有効に大

量の住宅供給を可能とし、実現した。その後

についても、公共住宅供給は、住宅市場から

ドロップアウトせざるをえない社会階層の生

活を保障してきた。 1980年代以降の公共住宅

政策の大幅な後退の下で、ホームレスの数は

この10年間急増するが、この事実は、それま

での公共住宅政策が果してきた役割を反面教

師として示すものである。また、公共住宅政

策は、住宅建設のー主要コストをなす用地費

をおさえ、その意味で効率的、有効な住宅供

給を可能とする。イギリスでは、 1947年から

59年までは、公共主体は用地を農地価格で購

入し、いわゆる開発利益の社会的還元をはかつ

てきた。 59年以降は、土地市場の二重価格化

の困難により、公共用地の購入に際しでも市

場価格ルールが適用されることになるが、大

量の公共住宅供給は、その先行投資効果も含

め、業者による投機機会の余地を狭め、その

面から地価上昇に対し抑制的に働いてきたと

いえる。

第2の成果は、労働者階層にとって支払い

可能な家賃の実現である。イギリス地方政府

の住宅会計制度の下では、すでに触れたよう

に、政府補助金および一般会計のレイト資金

の繰り入れが、こうした相対的低家賃の実現

を可能とする。戦前については、補助金制度

導入後もなお家賃水準は割高で、公営住宅は

熟練労働者等中流階層によって占められてい

た。しかし、戦後は、公営住宅家賃はフソレー

カラー労働者の粗所得の 7~8%9程度にま

で引き下げられ、労働者階層にとって支払可

能な家賃が維持されてきたといえる。もっと

も、これも1970年代までのことであり、 1980

年の赤字補助金制度導入以降、低所得者に対

しては住宅給付が支出される一方、公営住宅

家賃の引き上げが実施され、その結果、住宅

給付を受けられない公営住宅居住世帯の家賃

'S.Merrett，ot.cit. ， p.184による。公共住宅家賃の純所得(平均)比率は、 6~8%を推移する Oohn
E五11s，Unravelling R仰 singFi叩 nce:Suhsidies，Benefits ，and Taxation， 1991 ，Figure 4.1 ，p .38)。
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負担が民間借家世帯水準にまですでに上昇し

てきている100

第3の成果は、住宅の質にかかわる。第2

次大戦直後の公営住宅の質基準は、ダッドレ

イレポート (TheDadley Report)による。

ダッドレイ委員会は、三寝室住宅の最低居住

面積を900平方フィート(約84rrf) とした

(1944年)。この最低基準は1951年まで守ら

れ、その聞に建設された公営住宅は、平均

1，044平方フィート (97rrf)であった110 し

かし、 51年以降、保守党政府は、建設コスト

上昇下で建設戸数を維持するため、自治体に

対し質の切り下げを指導し、 59年までには、

新公営住宅 (3寝)の平均居住面積は897平

方フィート(約83.36ぱ)まで低下する120

こうした公営住宅の傾向的質低下にあって、

ノミーカーモリス中央住宅諮問委員会は、レポー

ト(Homefor Today and Tomorrow)を

1961年に発刊し、公供住宅の質の引き上げを

説く O パーカーモリス委員会は、 4人家族住

宅について、 800平方フィート(約74ぱ)+ 
物置50平方フィート(約5rrf)、フラットの

場合、 750平方フィート(約70ぱ)+物置35

平方フィード(約3ぱ)を提唱した。このパー

カーモリス基準は、労働党政権下1967年にやっ

と立法化を見るが、コスト基準(The

Housing Cost Yardstick)との併用を伴った

ため (1981年まで)、建設コストがイ γフレ

によるヤードステック以上に上昇する状況下

にあって、パーカーモリス基準は事実上、上

限基準化していく。

このように、建設コストの上昇と 1戸当り

予算の制約により、公共住宅は、 1950年代以

降、居住面積の点で見ても明らかにその質を

落とす。しかしそれで、もスラムクリアラ γス

および低質民間借家に対する代替住宅の供給

を通じて、公共住宅の供給は、住宅の質の向

上に確実に貢献してきた。また、わが国と比

較した場合、労働党、保守党政府にかかわり

なく、公共住宅の水準は相対的に見て高い。

1956年に政府が地方政府に対し提示した典型

的フラット公営住宅でプラソ13によれば、 4

人家族の場合、 2寝室、 1居間、浴室、台所・

食堂で684平方フィート(約64ぱ)、 2人家

族の場合、 1寝室、 1居間、浴室、台所・食

堂で498平方フィート(約46rrf)であり、こ

れはわが国の誘導基準水準の公共住宅がすで

に50年代に実現していたことを示す。

しかし他方で、公共住宅政策は、以上述べ

てきた成果と同時に、これまでいくつかの間

題を抱えてきたことも事実である。第1は、

建物のレイアウト、デザイソ、密度の問題で

ある。これらの要素は、住宅環境問題として

住宅の質を規定する。レイアウト、デザイ γ、

密度に関する問題は、補助金算定基準と密接

にかかわる。例えば、 1967年に導入されたヤー

ドステック制は、建設コストの上昇に算定基

準額の増額が追いつかないため、質の悪化と

ゃj./¥ト
1"1'. Crook et al. ，ibid. ，Table27 (p. 68)参照。/
llS.Merrett，op. cit. ，p.102.なお、第一大戦と第二次大戦の聞の公共住宅事の質基準は、チューダー・
ウォルターレポート (TheTudor Walters Report)による。
1'D.V.Dennicon，The Government of Housing， 1967，p. 167. 
13J. Burnett ，op.cit .， p. 303. 
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共に、デザイソ面でも貧弱化をもたらしたと

いわれる。この住宅環境分野での最大の批判

は、 1956-67年に建設された高層建築に対し

てのものである。この間、コスト削減、用地

節約を目的として、政府は、高層フラット公

共住宅に対する補助金を増額し、地方政府に

対し高層フラット型公共住宅の建設を奨励、

誘導した。しかし、その間建設された高層フ

ラットは、レイアウト、デザイ γ、密度の点

で人々の受け入れるものとはならず、従って

結果的に、社会的問題を抱える人々がここに

集中し、かっその下でパンダリズムが広がり、

公共住宅政策批判の一大根拠を提供してきた。

しかし、この高層フラットに代表される問題

は、公共住宅政策そのものを否定するもので

はなく、 6階建以上の高層フラットに対する

割増補助金の廃止 (1967年)に示された政策

変更、および新たにレイアウト、デザイソに

関する政策をもつことによって十分対処しう

るものである。

第2の問題は、社会的弱者、貧困層の公営

住宅への集中、新たな社会的隔離現象の発生

である。戦前と異なり、戦後については、社

会的中・上層が持家層を形成する一方、社会

的下層、社会的弱者の公共住宅への集中が生

じた。図3は、世帯主の各職業階層別に、住

宅の保有形態を見たものである。図3は、明

らかに比較的所得水準の高い専門職、経営者・

上級管理職が持家に特定化する一方、相対的

低所得者層に属する半熟練工労働者、非熟練

図3 住宅所有形態と世帯主の社会的階層(1989一切年、イギリス全体)

(必)
100 

80 

60 

40 

20 

。

持家(非モ『ゲッジ
所有)

公共住宅

民周借家懐具付)

民間借家(非家具付)

専門職経営者中間ホワイト 熟練工半熟練工非熟練工非就業者
管理職管理職カラー

(注) 住宅協会および給与住宅を含む。

(資料CentralStatistical office， Soα・alTrends 22，1992，p.156. 
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工労働者、非就業者は公共住宅への依存度が

高いことを示す。社会的貧困世帯に焦点をす

えれば、社会的貧困世帯は公営住宅に集中化

する傾向にあるo 1975年当時、公共住宅は住

宅全体(ストック)の32%を占めていたが、

最下位所得階層10%のうちの公営住宅居住者

は、その32%を大きく上回る45%であった140

この社会的貧困世帯の多くは、失業者世帯、

母子家庭、年金生活者世帯からなる。かつて

の大ロ γドン地域の公営住宅居住者について

見れば、 42%は婦人のみの家庭であり、また

33%の年金生活者を含め、 62%は非就業者で

あった15。さらに、地域によっては、移民後

間もない非白人少数人種の公営住宅への集中

化が見られる。

P.マルパスは、こうした公営住宅の社会

的下層、貧困層向け住宅化の傾向を特定の公

共住宅政策=残余化政策(Theresidualisation 

of housing policy)の結果であると説く。

残余化政策とは、具体的には(1)ミーγズテス

ト(meanstest)付家賃補助、 (2)公共住宅投

資のスラム清掃代替住宅への限定化、 (3)モー

ゲッジ利子の税控除に見られる相対的持家優

遇、 (4)公営住宅の売却、以上の政策を意味す

る16。だが、仮に政府が残余政策を廃棄し、

一般需要(generalneeds)向け公共住宅政策

に政策転換を計った場合でも、他方で政策的

に持家の拡大を抑制しない限り、公営住宅へ

の社会的下層、社会的弱者の集中化は避けら

れないと思われる。問題は、そうした貧困世

帯の公営住宅への集中化ではなく、持家と比

較しての公共住宅の相対的低質化、かつての

公共住宅水準からの質の後退、そして特定地

域への公共住宅、従って社会的貧困層の集中、

地域の荒廃化である。この最後の点について

敷街すれば、これまで、土地取得コストの節

約、投資効率の面から、公営住宅団地はきわ

めて大規模なものが少なくなかった。その結

果、ある地域は、すべて公営住宅によって占

められ、そこにまた社会的下層が集中し、パ

ンダリズムを招き、ひいては、当該地域住民

に対する差別意識を生むことになる。それゆ

え、今後の公共住宅建設は、大規模団地方式

ではなく、一方で、レイアウト、デザイ γを含

めた質のレベルアップを計りながら、持家、

住宅協会住宅等他の保有形態とのミックスの

実現にも考慮を払う必要がある。そうした、

特定地域への社会的下層の集中を避け、社会

的階層の融合を政策的に実現していけば、特

定地域への社会的弱者の隔離に伴う特定地域

の荒廃、当該住民に対する差別意識(stigma)

の発生を防ぐことが可能となる。

第3の問題は、公営住宅管理上の問題であ

る。地方政府は、公営住宅を建設するだけで

はなく、その管理主体として、入居希望者の

配分、住宅の維持・修繕、家賃徴集、住み替

移転事務を司る17。公営住宅管理については、

これまで大きな問題点として次の3点が指摘

されている。

1つは、配分の公平性であるO 一般的傾向

として、社会的弱者ほどより条件の悪い公営

住宅に配分されるという指摘がなされている。

1.Stewart Lansley，Housing and Puhlic Policy，1979，p.164. 
15S . Brownill et al.， ibid，pp.28-29. 
16Peter Malpass， Res加:pingHousing Policy， 1990. 
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この問題については、いくつかの原因が指摘

されており、①空き家、割り当てに対する受

け入れ拒否率を低く押さえようとする行政官

の行動パターソ、②比較的所得に余裕のある

人は、良い物件の割り当てまで待てるという

入居者側の条件、@イソナーシティーから郊

外への白人の脱出に示される非白人少数民族

に対する人種偏見、④物件不足が原因として

挙げられている18。人種差別問題は根が深く、

すぐに解決することは困難であるが、公営住

宅の割り当て不公平性問題は、公営住宅その

ものの改善、つまり低質住宅の改善・レベル

アップ、および先に述べた大規模団地方式か

ら分散・各種保有形態ミックス型への公共住

宅建設方式への転換により、大幅に改善され

ると考えられる。

2つ目の問題は、公営住宅居住者の地位

(status)と権利(rights)にかかわり、居住条

件としての諸規制、およびその官僚的運用に

からむ。これまで、住人自らによる修復、室

内装飾、外装の余地はきわめて狭いものであっ

た。近年、これら規制についてはより柔軟性

を持たせる方向にあるが、根本的問題は、管

理と住民要求のミスマッチにあり、その改善

策として、管理への居住者の参加、共同管理

制の導入がすでに指摘されている190

3つ目の管理問題は、公営住宅間の移転の

困難性である。時として、家族構成の変化、

転職に伴い転居の必要が生ずるが、公営住宅

聞の転居は制約されているといわれる。この

移転の困難は、管理問題としては、各公営住

宅管理組織相互の情報連絡、情報管理によっ

て改善が期待される。この転居困難問題は、

また空き室不足、未修復住宅の長期間放置と

もかかわるが、しかし、これらの問題は、公

共住宅政策への政府の予算配分問題である。

所得格差を必然的に伴う市場経済下にあっ

てはすべての人々が社会的に望ましい住宅を

自らの資力において獲得することはむずかし

く、政策介入による社会的住宅供給は不可避

である。公共住宅政策は、その社会的住宅供

給の主要部分を担ってきた。公共住宅が総住

宅ストックのどのくらいを占めるべきかは、

まさにその時々の住宅事情とその後の住宅需

要の動向によって決定されるべき問題である

が、イギリスの今日のホームレスの増加は、

公共住宅不足を意味し、公共住宅ストック比

率22%(1991年)を再び引き上げる必要のあ

ることを示す。また、これまでの公共住宅政

策のいくつかの欠陥の教訓に鑑み、今後の公

共住宅政策の展開にあたっては、レイアウト、

デザイン、密度といった面での質の向上、持

家等とのミックス・分散型配置、住民の一部

管理への参加を考慮する必要がある。ストッ

ク比率の引き上げだけではなく、こうした質

の向上という面でも公共住宅政策の再活性化

可983-84年時点について見れば、公営住宅管理職員は全体で57，000人、その分訳は、家賃徴集・会計
管理11，200人、入居者配分事務3，100人、維持・管理(清掃を含む)7，500人、団地管理2，700人、修繕
管理5，700人、対住民サービスとしての対老人サービス12，300人、ホームレス対応を含む住宅コソサル

タント 2 ， 500人、その他12 ， 000人である。また、 1 ， 000戸当りの平均職員数では、 11人~22人となる

(Audit Commission，Mm叫 "(ingthe Crisis in Council s仰sing，f弧!lSO，1986，p.22)。
18P.Malpass & A.Murie ， oþ. α~t. ，Ch.10. 

19S . Lansley ， ot .αt. ，p.180. 
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が要請されているのである。

4. 民間借家および住宅協会住宅政策

持家を一方の住宅保有形態とすれば、公営

住宅、民間借家、住宅協会借家は、持家に対

するオルターナティブを形成する。概して、

公共住宅、民間借家、住宅協会借家の各世帯

は、所得階層上、持家世帯の下位に位置し、

政策的助成を必要とする。イギリスにおいて

は、すでにみたように、公共住宅を持家に対

する主要なオルターナティブとして位置づけ、

政策の重点を公共住宅政策に置いてきた。し

かし、今日なお民間借家・住宅協会借家は総

住宅ストックの約10%を占め、持家に対する

重要なオルターナティブの位置を占める。本

節の課題は、この民間借家、住宅協会に対す

る政策の内容と意義を明らかにすることにあ

る。公共住宅世帯、民間借家世帯、住宅協会

世帯は、基本的に社会階層を同じくし、その

意味で、民間借家、および住宅協会借家に対

する政策は、公共住宅政策を補完するもので

ある。

第1次大戦前、民営借家は、庶民一般の住

宅として、全住宅ストックの90%(イングラ

ソドおよびウエールズ)を占めた。しかし、

その後、絶対数でも減少し、 1990年時点では、

イギリス全体で161万9，000戸、ストック比率

で6.9%を占めるにすぎなし、。また、民間借

家は、家主自体の多くが経済的余裕を欠くこ

とから、未だに多くの欠陥住宅を抱える。不

適格・未処理住宅は、数では持家が48万戸と

民間借家の37万戸を11万戸上回るものの、各

保有形態間の比率で見ると、持家の 5%に対

し、民営借家ではその18%と2割近い住宅は

不適格・未処理住宅をなす 1。民間借家世帯

について見れば、民間借家の86%(1981年)

を占める非家具付住宅世帯の平均収入は、公

共住宅世帯のそれを下回る 2。こうした民間

借家世帯の低い家賃支払能力と後述の家賃へ

の公共介入のため、民間借家の投資利回りは

概して低い。他方で、一般的持家需要に支え

られた住宅価格の上昇、すなわちキャピタル

ゲイ γの機会は増加した。結果は、民間借家

の売却である。持家および公共住宅の大量供

給という外的要因に加え、この民間借家の売

却といった内的要因により、これまで民間借

家はそのシェアを急テンポで減らしてきたの

であるO

この民間借家に対する政策の第1は、家賃

政策であり、この家賃政策は長らく対民間借

家政策の中核をなしてきた。家賃決定への公

共介入は、 1915年に導入された家賃統制を起

点とする。 1915年の家賃統制(rentcontrol) 

は、 1915年以前に建てられた一定の課税価格

以下の民間借家の家賃を1914年8月3日現在

の家賃に固定するというものである。この家

賃統制は、第1次大戦後、徐々に解除される。

すなわち、 1923年には、一旦空家になった借

家については統制が解除され、さらに1933年

には、課税評価格によって借家が3区分され、

高位価格帯のものは即時統制解除、中位価格

1 Christine M. E. Whitehead and Mark P. Kleinman， Priwte Rented J[(仰singin the 1980s and 1990s， 
1986， Table 3 (p. 24)による。
2 C. Whitehead and P. Kleinman， op. cit.， p. 33. 
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帯のものは借家人の交代時から統制解除、下

位価格帯のものは、 そ初のま討ま統酬告制リ継蹴続民弘l吋fたこ

それでで、も、 1938年時点で、統制解除250万戸、

最初から統制を受けなかった新築90万戸に対

し、 210万戸(民間借家全体の60%)がなお

統制下にあった3。しかし、第2次大戦の勃

発に伴い1939年家賃統制解除は中止され、再

び統制が強化され、第2次大戦直後、全体の

90%以上が家賃統制下にあったと推計されて

いる 40

第2次大戦終戦直後、労働党政府は、 1946

年家具付住宅(家賃統制)法(TheFurnished 

Houses Rent Control Act)により、家具

付民間借家にかかわる家賃審判所(rent

tribunals)を設置し、さらに1949年家主およ

び借家人(家賃統制)法(TheLandlord 

and Tenant Rent Control Act)により、

家賃統制の網を非家具付住宅に拡大し、家賃

統制を継続した。しかし、その後の保守党政

権下、 1954年には、新築民間借家に対する家

賃統制が解除され、また住宅修理後の家賃引

上げが一部認められる(The1954 Housing 

Repairs and Rent Act)。さらに、 1957年

には、一定の課税評価額以上の借家について

は統制解除、それ以下のものについては、一

旦空家となった後の新たな賃借契約以降の統

制解除が決定された。ところが、この1957年

法は、統制解除後の借家売却を加速化し、借

家人に対する追い出し目的のいやがらせ等が

社会問題化したため、保守党政権下の57年法

の一部修正(1958年)、 1964年追い立て保護

法(TheProtection from Eviction Act)の

導入に続き、労働党政府は、 1965年に、統制

解除借家に対し「公正家賃(fairrent) J制度

を導入した。公正家賃は、地方家賃係員

Oocal ren t officer)、あるいは訴えがあっ

た場合には地方家賃評価委員会Clocalrent 

assesment committee)によって決定される。

公正家賃の実態は、規制家賃(regulated

rent)であり、統制家賃(controledrent)と

異なり家主に対し一定の家賃引上げを可能と

する一方、借家人に対しては、市場家賃より

かは低めの家賃を保証しようとするものであ

るO

1964年の公正家賃制度導入以降、借家人の

変更に伴う統制家賃の解除→公正家賃への転

換、そして1969年法による良好なる居住条件

整備を目的とする住宅修繕後の統制家賃の規

制家賃への転換5という形で、統制家賃の規

制家賃への転換が進行していく。さらに、保

守党政権下、 1972年法は、残る統制家賃を順

次75年までに規制家賃に転換することとした。

また、 1974年家賃法(TheRent Act)は、そ

れまで借家法適用の基準とされてきた非家具

付き住宅か家具付き住宅かの区分基準を廃止

し、賃貸人と賃借入が同一建物に同居してい

るか否かをその後の借家法適用の基準とした。

つまり、家具付き民間借家は、戦後それまで

家賃審判所(RentTribunals)が決定する適

切家賃(reasonablerent)による保護を受け

てきたに留まるが、 1974年以降、賃貸人が同

一建物内に住まない借家(protectedtenancy) 

3Michael Harloe，Private Ren1ed Housing in the United States and Euroμ，1985，p.130. 
4内田、前掲論文，p.12.
5M.Harloe，ot.cit. ，p.146. 
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については、家具付き民間借家についても規

制家賃が適用され、家主との同居借家(tenancy

with restricted contracts)については、家

賃審判制度が適用されることとなったのであ

る60

こうした戦後の統制家賃から規制家賃への

転換は、一種の規制緩和であるが、 1980年代

以降、保守党政府は、規制緩和をさらにおし

進め、家賃への公共介入の中止、規制家賃の

市場家賃への転換を実施してきた。サッチャ一

政権下、 1980年住宅法(TheHousing Act) 

は、なお残る約20万の統制家賃の規制家賃へ

の移行を計る一方、短期間賃貸借(shorthold

tenancy)および1980年以降の新築住宅に認

められる保証賃貸借(assuredtenancy)とい

う新たな賃貸借制度を導入する。この1980年

法は、規制家賃から市場家賃への突破口を開

くものである。短期間賃貸借においては、借

家法の存続保護規定は適用されず、また新築

住宅に適用が認められる保証賃貸借において

は、公正家賃すなわち規制家賃の適用が除外

されており 7、同法により、借家人に対する

政策的保護がさらに取り払われたのである。

1988年住宅法は、この1980年法をいっそうお

し進めるものである。すなわち、 1988年法に

より、 1989年1月15日以降の新契約について

は、家主は短期間賃貸借か、保証賃貸借かの

選択が可能となる 8。家主が短期間賃貸借を

選べば、借家人は適正家賃登録請求権を認め

られる一方、家主は契約期間後の契約解除が

認められる。他方、家主が保証賃貸借を選べ

は、借家人は借家契約の存続保護が認められ

る一方、家主は借家人との家賃の自由交渉権

を認められる。

1980年法、とりわけ1988年法以降の事態は、

事実上従来の借家法の存続保護規定の撤廃で

あり、家賃の自由化である。家主が保護賃貸

借契約を遷認した場合でも、家賃の借家人と

の自由交渉経盾に、家賃値上げを迫ることに

よって借家人を追い出すことはきわめて容易

だからである。明らかに、こうした借家権保

護・家賃規制の藤和、撤廃は、借家人の側に

対し、一方的に負担の増大を迫るものである。

この借家契約の自由市場化に伴う借家人の負

担増加を緩和する目的で導入されたのが、民

間借家に対する家賃補助(rentallowance) 

制度である。すなわち、非家具付住宅に対す

る家賃補助を規定した1972年住宅財政法

(Housing Finance Act)、家具付住宅に対

する家賃補助を規定した1973年家具付住宅

(家賃手当)法(FurnishedLettings Rent 

Act)がそれである。保守党政府は、一方で

家賃補助制度によって借家人の負担増加を緩

和しつつ、借家契約を市場ルール下に置くこ

とによって、公共住宅の代替としての民間借

家の供給増加を計ろうとしたのである。しか

し、この両面政策はいずれの側面においても

成功していない。借家契約の市場化は、なん

ら民間借家の衰退に歯止めをかけるものでは

なかった。すなわち、 1981年から90年にかけ

て、民間借家は、 230万戸から162万戸へ、そ

の絶対数を70万戸減らし、その全住宅ス卜ッ

6M.Harloe，ot.cit. ，p.146，および内田、前掲論文，pp.63-64.
7内田、前掲論文，pp.98-99参照.
.P.Malpass and A.Murie，ot. cit.，p.1l5. 

38 



クに占める比重を10.8%から6.9%に落とす9。

また、家賃補助についても、それは借家契約

の市場化に伴う借家人の負担増加を吸収する

ものとはなっていなし、。そもそも、家賃補助

はミーンズ・テスト付であり、家賃補助を受

けられる世帯は、一般に所得10分類のうちの

最下位2階層に限られるからである10、110

残る民間借家政策は、修復・改善補助金制

度である。すでに述べたように、民間借家の

約20%は、不適格・未処理住宅である。また、

この不適格住宅の家主も低所得層であること

が多く、こうした事態に対する政策が修復・

改善補助金制度である。民間借家の住宅改善

に対する助成制度は、 1960年代に入り一般改

善地域制度GIAs(General Improvemen t 

Areas)により、それまでの最高補助率50%

が75%に引き上げられ (1964年住宅法)、さ

らに民間借家を多く含むより状況の悪い地域

を対象とする住宅活動地域制度(Housing

Action Areas)により、最高補助率が90%に

引き上げられ(1974年住宅法)、助成度が高

められてきた12。しかし、持家を含めた改善

補助金支給件数は1984年をピークに減少傾向

にあり、住宅予算全体の圧縮傾向のなかで、

住宅改善に対する政策の後退が見られる。こ

うしたなかで、 1990年には、改善補助金につ

9R. Wilkinson， op. cit.， Table 2， p .12. 

いてもミーγズ・テスト制が導入された。

以上の民間借家政策が長らく家賃政策を中

心としてきたのに対し、住宅協会(Housing

Association)に対する政策は、金融・財政面

からの建設=供給支援を中心としてきた。わ

が国にはなじみの薄い住宅協会とは、市場よ

り安い家賃での住宅供給を目的とする非常利

組織であり、他方、中央、両政府から独立し

た管理委員会によって管理・運営されている。

1989年現在、約68万戸、全住宅ストックの

2.6%を占めるにすぎないが、公共住宅を除

く借家の25%を占め、その役割は無視できな

い。経営規模は、数戸の救貧院から 1万戸以

上の住宅を管理するものまで様々であるが、

住宅公社(HousingCorporation)に登録さ

れている2，256協会のうち46協会が過半数の

住宅を所有するガリバー型構造を持つ13。ま

た、住宅協会所有住宅の2/3はフラットで

あり、住人の56%は無職、 45%は65才以上の

老人、 57%は住宅給付を受ける低所得階層で

ある。

住宅協会に対する公的支援は、 1936年住宅

法による住宅協会に対する政府補助金支給に

始まる。戦後、 1961年住宅法により、住宅協

会への貸付けを目的として2，500万ポンドの

基金が設定され、さらに1964年には、 1億ポ

10民間借家に対する家賃補助に関するシェフィールドにおける調査については、 T.Crook et al.， op 
cit. ，pp.47-48参照.
11規制家賃制度下でのデータであるが、次に示すデータは、低所得者世帯にとって、民間借家の家賃負

担は家賃手当によっても十分緩和されていないことを示す。粗所得に対する家賃手当を差しヲ|いたネッ

トの支払家賃の比率が20%を上回る世帯が、非家具付借家11%、家具付借家30%、民間借家全体で14%、
また30%以上の世帯が、非家具付借家4%、家具付借家16%、民間借家全体で4% (1979年)を占める
(c. Whitehead and M. Kleinman， op. cit.， p.49)。
1もI1.H紅 loe，op.αit.，Ch.7。
13J.Hills，op. cit. ，pp.112-113. 
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ソドの予算で、住宅公社(HousingCorporation) 

が設立され、住宅協会への金融的ノtックアッ

プ体制が整えられてゆく。住宅協会の住宅公

社からの借入れの上限は、総借入金の 1/3

であり、残りについては、建築組合(Building

Society)からの調達が求められた140 この

金融的支援に続き、 1967年住宅補助金法

(Housing Subsidy Act)によって住宅協会

への補助金制度が再び導入され、その後、

1974年の住宅協会助成金制度HAG(Housing

Association Grant)導入によって補助金の

充実化が計られた(The1972 Housing Act)。

この1974年法は、 1988年住宅法による修正を

受けるが、その間HAGに支えられ、住宅協

会は住宅建設、修復・改善事業を積極的に展

開した。 1982年から88年にかけて、住宅協会

は、イソグランドだけで91，000戸の修復事業

を行い、加えて94，000戸の住宅を建設するが、

この住宅建設数は同一期間の公共住宅建設

193，000戸の約50%に達する。 1974年法は、

住宅協会が行う建設・改善事実に対し、公正

家賃とコストとの差額の全額をHAGによっ

て補てんし、また1974年以前に建設・改善さ

れた住宅に対しては、公正家賃とコストの差

額の全額を赤字補助金(RevenueDeficit 

Grant)によって補てんしたからである。もっ

とも、逆に、住宅協会の黒字に対しては、補

助金償還制度(GrantRedemption Funds) 

により、 100%課税がなされた。

14R.Smith，ot.cit. ，P .94. 

しかし、こうした政府の住宅協会に対する

積極的助成は1988年に転機を迎える。保守党

政権下で導入された1988年住宅法は、住宅協

会に対する金融・財政的支援の抑制、削減を

目的とし、同法により、公正家賃を上回るコ

スト部分の全額補助金(HAG)による補てん

という従来の原則は廃止され、また事業資金

の一部民間金融機関からの調達が義務づけら

れた。こうした一連の住宅協会に対する支援

の後退が協会住宅の供給を抑制し、家賃引上

げを不可避とすることはいろまでもない150

5. 持家政策

1990年現在、全住宅2，337万戸のうち1，579

万戸、割合で67.6%は持家である。戦後につ

いても、 1950年代後半以降、持家は住宅供給

の中核をなしてきた。持家拡大をその全住宅

に占めるシェアの推移で示せば、 1951年31%、

1960年44%、1971年53%、1981年57%、1990

年67.6%となる。イギリスにおける住宅の質

の向上は、この持家建設に負うところが大き

いのである。公共住宅建設の場合と異なり、

持家の場合、各個人は自己の責任において、

自己資金に加えモーゲッジ資金を調達し、自

己の判断で住宅を購入する。モーゲッジの返

済も自己の責任においてなされる。なるほど

この限りでは、政府の介入はない。だが、以

上のプロセスにおいて、仮にわが国がそうで

15住宅協会の連合組織(theNational Federation of Housing Associations)によれば、新築住宅の家
賃は1992年20.8%の上昇を記録する。これは、新規入居者の平均所得上昇率5.8%を大きく上回り、新
築住宅家賃は、所得の29%に達する。こうしたなかで、政府は、住宅協会の住宅公社からの借入限度を
従来の67%から62%へ、さらに引き下げることを決定した。これによって、 1995年半ばまでに、さらに
28%の家賃上昇が不可避となるといわれる(1993年8月23日付 TheGuardian)。

40 



あるように、都市およびその近郊における用

地費がきわめて高ければ、あるいはまた、住

宅金融制度が不十分であったり、モーゲッジ

利子があまりにも高ければ、個人がその賃金

所得能力の範囲において住宅を建設・購入す

ることはきわめて困難である。持家の場合で

も、しかるべき政策的介入・助成なくして、

良質な住宅を実現していくことはむずかしい。

イギリスにおいて、良質の持家住宅を実現

するうえで重要な役割を果してきた政策は3

点であり、その第1は、用地費、つまり宅地

価格にかかわる土地政策である。もっとも、

土地価格を直接の政策対象とするものとして

は、開発利益の社会的還元を目的とする開発

利益に対する課税制度が挙げられるにとどま

る。開発利益は土地価格上昇の主要部分を形

成する。しかし、すでに述べたように、開発

利益の社会的還元は、これまでその3度の試

みにもかかわらず成果があがらぬまま失敗に

終っている。だが、そうした状況下にあって

も、用地費の総住宅コストに占める比率はピー

ク時で21%(1973年)、 33%(1990年)であ

り、大方20%以内に押さえられてきた。これ

は、都市計画制度によるところが大きい。都

市計画制度そのものについては、次節の課題

であるが、土地価格との関連で見れば、イギ

リスの土地利用計画制度は、次の2点におい

て、宅地価格上昇、つまり開発利益の私物化

を抑制してきたと考えられる。

1つは、市街化区域内部でのしかるべき住

宅用地の確保である。イギリス都市計画制度

下にあっては、土地利用計画および土地利用

変更・建築行為の許可制によって、住宅地が

安易に商業用地に転換されることはなく、従つ

て商業用地価格が住宅用地価格に波及し、住

宅地価格を押し上げていくことはない。都市

計画制度による市街化区域内での住宅用地の

制度的保証・確保、そのことによる住宅地価

格の商業用地価格からの遮断は、都市内部で

の投機余地を狭め、住宅用地価格の投機的高

騰を未然に防いできたと考えられる。

今 lつの宅地価格抑制根拠・要因は、都市

計画制度による都市周囲、郊外地域における

開発の厳格な規制、田園保存である。ロンド

ソを取りまくグリーンベルト政策にみられる

如く、イギリスにおける都市周囲の田園維持

は徹底しており、わが国でよく見られるよう

な郊外での乱開発、スプロール化現象は見ら

れない。都市の周囲は、農業・牧草・林地、

および自然公園として保存されている。都市

計画制度によって、都市周囲の農地が基本的

に農地価格のまま維持されているのである。

こうした田園保存は、都市住民にとっても必

要と考えられているからであり、また都市部

への人口集中、都市膨張を押さえるためでも

ある。しかし、これらの農業林地は、都市人

口の膨張による宅地需給の逼迫を緩和すべく、

時として宅地利用への政策的転換がなされる。

しかし、政策転換が行われるまでは、あくま

で市場評価においても農地でしかない。こう

した厳格なる土地利用制度による田園保存、

必要時点での土地利用の政策的変更による宅

地化、これは 1種の開発利益の社会的還元で

あり、 l種の公的用地供給システムに他なら

ない。確かに、現実には、農地の宅地化、そ

して持家住宅の建設は基本的に民間企業によっ

て行われるため、農業用途から宅地用途への

土地利用変更以後、住宅建設までの期間に宅
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表3 住宅価格、モーゲ・yジローン、及びローン利用者の所得

全 住 宅 新規購入者 買い替え者

ローγ 住宅価格 ロー γ ロー γ 住宅価格 ローγ ローγ 住宅価格 ローソ

住宅価格聞 所得 所得 住宅価格陶 所得 所得 住宅価格陶 所得 所得

1981 61.5 2.74 1.68 79.1 2.20 1. 74 51.1 3.20 1.63 

1982 68.2 2.54 1. 73 85.1 2.06 1. 76 56.5 3.01 1. 70 

1983 68.2 2.68 1.83 85.1 2.19 1.87 57.4 3.12 1.79 

1984 69.0 2.72 1.88 84.7 2.27 1.93 58.5 3.14 1.84 

1985 69.7 2.70 1.88 85.3 2.27 1.94 59.2 3.10 1.83 

1986 70.0 2.81 1.97 86.1 2.35 2.02 60.1 3.19 1.92 

1987 68.2 2.93 2.00 84.7 2.42 2.05 59.0 3.32 1.96 

1988 67.6 3.15 2.13 84.8 2.54 2.15 58.5 3.60 2.10 

1989 67.1 3.18 2.14 82.9 2.61 2.16 57.5 3.69 2.12 

1990 68.6 3.05 2.10 82.5 2.66 2.19 69.3 3.39 2.01 

1991 69.7 3.04 2.12 82.7 2.67 2.21 62.5 3.29 2.06 

(資料) Dept.of Environment ，Housing and Constrncti開 Statistics1981-1991， 

TablelO・ 9(p.146). 

表4 モーゲ'"/ジ市場シェア(ネ'"/ト貸出)

(単位:100万ポγド)

建築組合川 陶 地方政府 保険会社 銀行間 その他 計

1970 1，088 87.0 72 35 40 10 1，245 
1971 1，600 87.0 107 14 90 12 1，823 
1972 2，215 79.0 198 3 345 22 2，783 
1973 1，999 70.0 355 121 310 46 2，831 
1974 1，490 62.0 559 120 90 113 2，372 
1975 2，768 75.0 620 67 60 135 3，650 
1976 3，618 93.0 67 13 70 103 3，871 
1977 4，100 95.0 5 22 120 29 4，275 
1978 5，115 95.0 62 71 270 51 5，343 
1979 5，271 82.0 298 252 540 27 6，388 
1980 5，722 80.0 455 252 520 153 7，102 
1981 6，331 68.0 2，265 88 272 353 9，309 
1982 8，147 57.0 5，078 6 555 351 14，137 
1983 10，928 76.0 3，531 124 305 21 14，299 
1984 14，572 87.0 2，043 259 -195 -20 16，659 
1985 14，711 78.0 4，224 200 502 -9 18，624 
1986 19，541 79.0 5，196 435 506 -14 24，652 
1987 15，391 59.0 10，112 769 433 -11 25，828 
1988 23，720 68.0 10，909 591 329 -9 34，882 
1989 24，002 77.0 7，186 50 -230 -3 31，005 
1990 24，140 79.0 6，419 110 317 -2 30，350 
1991 20，567 83.0 4，909 333 437 -2 24，704 

(注)0)1989年7月以降、 AbbeyNational PLCは除かれる。
(2)1989年7月以降、 AbbeyNational PLCを含む。

、(資料) Dept.of Environment，Housing and C伽 trncti，開 Statistics(various issues). 
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地価格の上昇が発生し、その価格上昇分=開

発利益は地主および開発業者によって取得さ

れる。しかし、用途変更が地方政府計画庁に

よって決定されるまでは、基本的に、農地に

ついては農地としての市場評価が成立してい

るため、土地利用計画変更後の価格上昇=開

発利益の私物化はその分抑制されざるをえな

い。都市計画制度は、都市周辺の閉園地帯の

厳格なる開発規制により、都市近郊にまとまっ

た形で大量の潜在的宅地をストックとして保

存すると同時に、都市内部の宅地価格の農業

林地への波及を遮断し、またそのことによっ

て民開業者による投機余地を制限することに

より地価抑制機能を果してきたといえる。

持家政策の第2は、建築組合(building

society)を柱とする住宅金融制度の育成・確

立である。イギリスにおける持家購入者のモー

ゲッジ(住宅ローγ)依存度は高い。新規の

住宅購入者は、住宅価格の80%以上をモーゲッ

ジによって調達する(表3) 0 また、買い替

え者の場合、手持ちの住宅の売却資金を利用

できることから、モーゲッジ依存度はその分

低下するがそれでも60%前後の資金をモーゲッ

ジによって調達する(同表)。モーゲッジの

存在が、持家の実現にとってきわめて重要な

要素をなすことがわかる。このモーゲッジ市

場において中心的役割を担ってきたのが建築

組合である。建築組合とは、共済組合

(Friendly Society)を起源にもつ住宅モーゲッ

ジ貸出専門の金融機関であり、モーゲッジ貸

出市場において、これまで毎年59%から95%

lS.Lansley，ot.cit. ， Table2 -1 (p.51)参照。

の圧倒的シェアを維持してきた(表4)。要

するに、建築組合の住宅ローγは、持家購入

資金の主要源泉をなし、持家取得を可能とし

てきたといえるO このことを1973年の例で見

れば、最初の持家購入世帯の住宅購入資金の

源泉構成は、自己資金6%、建築組合ローン

71%、地方政府ローン12%、保険会社・銀行

ローγ7%、個人的借入れ3%であり、建築

組合のモーゲッジローンに大きく依存するこ

とがわかる 10

このように、建築組合は、持家購入の際の

住宅金融の中核をなしてきたのであるが、そ

のモーゲッジ貸出の資金は、預金、預金利子

の滞留部分、モーゲッジ返済金からなる。つ

まり、建築組合への個人預金が主要資金源を

形成する。そして、この個人預金分野におい

ても、建築組合は、銀行と互角かそれを上回

る個人預金の最大の受手を形成する 2。個人

預金の建築組合への集中に支えられて、建築

組合はモーゲッジ市場において支配的地位を

維持してきたのである。こうした建築組合の

成長根拠については次の3点が指摘されてい

る。 1つは、第2次大戦後しばらく続いたモー

ゲッジ市場での建築組合の独占的地位である。

独占的地位の下で戦後しばらく、建築組合は

カルテルによりモーゲッジに対しより高めの

利率を設定し、その余裕をもって預金に対し

てもより高めの利回りを設定し、個人預金の

吸収を計ってきた。 2つ目は、積極的な支庖

網の拡大である。 1981年時点においても、個

人の銀行口座開設比率は61%3でしかなく、

'Michael Ball，Housing Policy and Economic Power，1983，TablelO・3(p.304)参照。
3Ibid. ，p.305. 
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その間隙をぬって建築組合は支広を増やし、

個人預金の吸収を実現してきた。 3つ目は、

政策的支援措置である。建築組合に対する政

府の政策的助成は優遇税制による。建築組合

預金利子に対する低率優遇課税(composite

tax arrangements)および建築組合の利潤に

対する低率優遇課税(通常の52%に対し、 40

%の税率適用)がそれである 4。これらの優

遇税制は、預金利子設定およびモーゲ、ッジロー

γ利子設定の両側面において、建築組合が銀

行・保険会社に対し優位に立つことを可能と

し、個人預金市場、モーゲッジ市場での建築

組合の支配的地位を実現してきたのである。

これまで、建築組合は税制を中心とする政

策的支援に支えられて、個人預金を成功裏に

吸収し、そしてそれを住宅ローンに確実にま

わしてきたのであり、この点、国民経済的に

見て、住宅部門への社会的資金の確保・保証

という意味において、建築組合はきわめて重

要な役割を担ってきたのである。

持家政策の第3の柱は、モーゲッジローン

支払い利子の所得控除(~ortgage Interest 

Tax Relief)、それに替わる利子率軽減助成

(~ortgage Interest Relief at Sourse)であ

る。この制度の基本的内容は、モーゲッジ利

用者に対し、その支払い利子を経費として課

税対象所得から控除することを認めるという

ものである。従って、モーゲッジ利用者は、

(支払い利子×利用者の所得税率)相当分の

減税となる (~ITR) 0 1983年に~IRASが導

'Ibid. ，p. 308. 
51993年10月7日付 TheGuardian誌による。

入され、それ以降、モーゲッジ利用者は、そ

れまでの減税分をモーゲッジ利子率の割引き

という形で受けとることになる。つまり、こ

の場合、モーゲッジ金融機関が利用者に対し

所得税減税分のモーゲッジ利子の割引きを行

い、他方で税務当局はその割引き分を金融機

関に直接支払い補てんする。ただし、このモー

ゲッジ利用者に対する助成は、 1995年4月以

降の廃止が予定されており、またこれまでも

1980年代後半以降その水準が引き下げられて

きた。すなわち、 1988年8月以降については、

助成対象モーゲッジに30，000ポソドという上

限が設定され、そして1992年4月以降の契約

分については、税控除率がそれまでのモーゲッ

ジ利用者の所得税率(1990/91年度の最高は40

%)から一律25%の水準に引き下げられ、さ

らに1994年4月以降、制度廃止予定の1995年

3月までの契約分については、税控除率の25

%から20%への引き下げが決定されている 50

~ITR、 ~IRAS制度によるモーゲッジ利

用者に対する助成は、これまで政府の財政措

置としては、持家助成の主要項目を形成して

きた。表5は、持家に対する政府の主要な財

政的支援を示すが、 ~IRASは、表中の支援

額の63%を占める。以下、公共住宅の売却に

対する割ヲ16 (15%)、地方税(レイト)減

額7 (8 %)、 ~IRAS利用の上限30 ， 000 ポ

γドの設定の際に設けられたモーゲッジ利用

高額所得者に対する所得税控除制度による減

税(5%)、修繕補助金 (4%)と続く。

61993年現在、公共住宅の売却に際しては、市場価格の32%から60%(あるいは50，000ポンド)の割引
きがなされている(フラットについては上限70%)。
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表5 持家に対する政府助成(1987/88年度)

M I R A S 

修 復 助 成 金

高額所得者に対する税控除

地方税(レイト)減額

低コスト住宅取得助成(4)

公共住宅購入割引き (5)

(注)(1)イギリス全体

(2)イングランド

(3)イギリス全体

ロソ ドン

684 

58 

* 
不明

25 

26 

(単位:100万ポンド)

イギリス

4，48ぴ1)

3M2) 

370 

585(3) 

193(1) 

1，071(2) 

(4)ロンドンについては、地方政府によるもの、イギリス全体については、地方政府、住

宅協会、公企業体によるもの。

(5)1986-87年
*MIRASに含まれる

(出所 SueBrownill，Cathy Sharp，Coral Jones and Stephen Merrett，Hiωsing Lωd仰
Issues of Fi即 nceand Suttly， 1990， Table 2・2(p.16)。

1993年10月現在、モーゲッジ利子率は7.9%

であり、その下では、 30，000ポンドのモーゲッ

ジに対する減税による助成額は月々約50ポン

ド(上限)となる。このモーゲッジ利用者に

対する助成は、多くの利用者にとっては、そ

の有無がモーゲッジ利用を決定付けるという

ほどのものではないが、公共住宅に対する補

助金(1人当たり)と比べた場合、その助成

額は決して小さくはない。

持家形成を通しての住宅の質の改善という

観点から見た場合、第1の都市計画制度、第

2の建築組合助成政策の果してきた意義は大

きい。土地利用計画・許可制度が宅地価格の

高騰を抑制する一方、建築組合が住宅金融専

門機関として住宅部門への社会的資金を確保

し、こうして個人の賃金収入によりながら、

多くの良質な住宅が実現してきたのである。

6. アメニティと都市計画

これまで論じられてきた政策は、低所得者

層に対する住宅供給を含め、一国住宅部門へ

の十分なる社会的資源を社会的にどう確保し

ていくかということであった。これまでの歴

史的事実が示す如く、市場経済は、労働者階

級住宅への十分なる社会的資源配分を必ずし

も実現せず、またとりわけ社会的弱者に対す

る質・量両面で納得のいく住宅供給を実現し

ないのであって、そうした市場経済の欠陥を

公共主体による政策介入によっていかに是正

JJ-
当するrate制度、 1990年5月刺1993年3月までは人頭税

(pole tax)制度、 1993年4月以降は、両制度のミックスとしてのCouncilTax制とその制度の変遷を見
る。
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していくかが論じられてきたのである。しか

し、これまで論じられてきた住宅政策は、個々

の住宅の質・量にかかわるものであって、そ

れら住宅の集合体としての地域、住宅を取り

まく環境についてはまた別個の政策を必要と

する。これまた歴史的経験が示すところであ

るが、住宅建設を含め都市形成を完全に市場

経済に委ねれば、結果は、乱開発、スプロー

ル化現象の発生、投機による地価上昇であり、

良好なる住宅・地域環境、すなわちアメニティ

空聞は実現されない。秩序だった住宅建設、

住宅建設と公共的都市基盤整備左のパラ γス

は、地域アメニティという面から住宅の質を

実現していく上で不可欠であり、この良好な

る住宅環境の形成にかかわる住宅・都市政策
かなめ

の要をなすのが都市計画であるO イギリス都

市計画の中心は、開発計画とそれに基づく開

発規制(開発許可制)にあるといわれるが、

本節は、その開発規制に焦点をしぼり、その

地域アメニティ空間形成における役割を明ら

かにする。

産業革命、それに続く産業の急成長は、 19

世紀に入ると都市の急膨張をもたらした。し

かし、自由放任主義の下で形成されたヴィク

トリア時代の都市CVictoriancity)は、道路・

交通網の混乱、質も建築年代もバラバラな建

物の乱立、スラム問題を苧んだものであった。

市場経済は、良好なる都市環境の形成を保証

しなかったのである。その一方で、地方政府

は、そうした都市問題を打開すベく、遅れば

せながらも、都市衛生状況の管理、スラム清

掃とそれに伴う住宅供給という形で都市問題

への公的介入の事実を積み上げてきた。 1848

年公衆衛生法、 1851年労働者階級宿泊所法に

始まる一連の公衆衛生・住居改善に関連する

政策立法措置がそれである。こうした一方で

の都市貧困の事実、および他方でのそれに対

する公共介入の事実の積み上げを背景にして、

1909年に最初の都市計画法の実現を見る1、20

1909年法は、中産階級のための郊外新興住宅

地域での開発規制を目的とするものであった

が、その後規制対象地域の拡大を見る。戦後

の都市計画制度の基礎を築いたといわれる

1947年都市計画法CCountryPlanning Act 

1947)は、すべての町、都市、農村地域を開

発規制対象下に置く O

都市計画制度の中心をなす開発規制は、開

発申請・許可制によって行われる。都市形成、

田園保護に対する公共介入は、この開発許可

制を通して行われるのである。 1947年法以降、

開発申請は、それまでの「任意制」から「義

務制Jとなる。ここで開発とは、地上、空中、

地下における各種の「工事、建築」、および

土地、建物の「用途」変更を指す。これら

「開発」は原則として許可制下に置かれる。

従って、 (1)r開発」に当たらないもの、例え
ば、建物の内装の変更、農村・林業などでの

土地利用・建物利用、あるいは(2)r開発」範

l都市計画制度の成立・発展について詳しくは、次の文献参照。 AnthoneySuteliffe， T，側 lardsthe 

Planned City，1981，Gordon E.Cherry， The Evolution 01 British Town Planning， 1974，G.E.Cherry， 
“The Developm巴ntof Planning Thought， "in The Spirit and Purpose 01 Planning. ，ed. by 
Michael J. Bruton ，および渡辺俊一『比較都市計画序説~ 1985年、三省堂。
21909年都市計画法の思想的背景については、 EvenezerHoward，Garden Cities 01 Tomorr仰，1902(長
素連訳『明日の田園都市~ 1968年、鹿島出版会)を参照。
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時には入るが許可不要の開発、例えば、旧用

途に戻る場合、 「開発命令」による場合、王

領の場合等については、開発申請(許可)は

不要である 3。しかし、これら開発許可不要

の工事、建物・土地利用変更はあくまで例外

事項であり、個人、企業による工事・建築、

建物・土地の利用変更は原則としてすべて開

発規制の網の中に入る。ここに開発規制制度

の第1の特色がある。

開発許可申請の審査、決定(許可、不許可、

条件付許可)権限は、カウシティ、ディスト

リクト、両地方政府にあり、国(環境省)は、

一般的監督権、政策決定権、および開発不許

可・条件付許可についての不服申立に対する

裁定権をもっ。

また、イギリスにおける開発規制の特色は、

その運用に際し、地方政府当局の裁量判断に

多くを委ねる点にある 4。この点は、旧西ド

ツイ、オランダの場合と異なる。つまり、イ

ギリスにおいて、開発許可申請は、都市計画

に定められたルールに従って機械的に審査、

決定されていくのではなく、最終的には地方

政府の裁量判断によって決定される。しかし、

開発規制行政における裁量的運営は、地方行

政当局の恋意的判断による開発規制運用を意

味しない。開発申請は、しかるべき「判断基

準」に基づいて、手続き・審査される。裁量

性は、あくまでそうした判断基準に基づく。

イギリス開発規制の内容・実態は、この判断

基準を抜きにしては語りえないのである。そ

れゆえ、次の問題は、開発許可申請の審査に

おけるこの判断基準とは何かである。

開発申請は、具体的には地方計画庁におい

て審査、決定される。ここで地方計画庁とは、

地方政府の計画・建築曳(Departm削 of

Planning and Archit{cture)行政官と地方

議員が構成メシパーをなす都市計画委員会

(Town Planning Committee)あるいはそ

の小委員会であるプラン小委員会(Plans

Sub-Committee)を意味する。関係行政官

は、調査、決定原案の作成という形で、また

委員会所属議員は、開発計画現地視察、委員

会での票決という形で開発規制運営に関与す

る。担当行政官は、一般に以下の手続きに従

い決定原案の作成に向け、開発計画の審査を

進めて行く 5。

第1の審査作業は、提出された開発計画と

ストラクチャープラソ(StructurePlan)と

の整合性の検討である。このストラクチャー

プラシは、カウンティ計画庁が作成し、その

役割は、 (1)園、広域(regIon)政策のカウγティ

レベルでの具体化、 (2)カウンティ地方計画庁

の開発政策の提示、 (3)より詳細なローカルフ。

ランのための基礎提供の3点にある。ストラ

クチャープランは政策説明書(writtenstate-

ment)と基本図(keydiagram)からなり、カ

ウソティレベルで、の住宅政策、産業・商業政

策、運輸・交通政策、環境保護・維持政策、

3これら例外事項について詳しくは、渡辺、前掲書、第4章参照。

4 John Minett，“Comparing Planning Systems， " in The Third International Planning History 
C仰 ference，1988 . 
5以下の審査過程について詳しくは次の文献参照。 PeterMorgan and Susan N ott， Develo仰zent
C仰trol:Policy into Practice， 1988. 
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環境改善・公害規制等をその具体的内容とす

る。しかし、一般的評価として、ストラクチャー

プランが種々の意見の妥協の産物と評される

ように、プラ γにもられた開発政策の解釈余

地は大きく、その点あいまいで、下位計画と

してのローカルプラン策定に際し、上位計画

としてのストラクチャープランはリップ・サー

ビス程度の参照利用しかされないともいわれ

る。この点は別として、計画担当官の第1の

作業は、ストラクチャープラソにもられてい

るカウンティ全体としての住宅需要予測、ィ

γナーシティ再開発に関する政策方針、ある

いは産業・雇用政策等と開発申請計画との比

較検討である。

第2の作業は、開発申請とローカルプラン

(Iocal plan)とのすりあわせである O ストラ

クチャープランで示される開発計画(基本図)

は、地域(area)、地区(district)レベルでの

話であるのに対し、ローカルプランでは、よ

り具体的な特定地点(speciallocation)にか

かわる土地利用計画が扱われる。従って、開

発申請の審査作業は、ローカルフ。ランとの比

較検討作業以降、地域・地区内の特定化され

た開発予定地が検討対象範閤内に入ることに

なる。ローカルプラ γは、カウシティかディ

ストリクト計画庁(planningauthority)が作

成するが、作成は任意であり、また担当大臣

(政府)は、プラシに対する拒否権、修正権

を有するものの、ストラクチャープラシの場

合と異なり、プラソは地方議会承認、事項であ

り、大臣承認を必要としない。このローカル

プランの課題は、(1)ストラクチャープラ γ政

6Ibid. ，p.145. 
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策の具体的地域への当てはめ、 (2)開発規制の

ための詳しい判断材料の提供、 (3)公有地、私

有地両者の有機的開発および用途利用計画の

提示、 (4)市民への地域計画上の諸問題の提示、

以上4点にある 6。ローカルブラシと呼ばれ

るものには、(1)ジェネラルプランあるいはディ

ストリクトプラシ(前者はストラクチャープ

ランの全域をカバー、後者はその一部地域の

みをカバー)、 (2)グリ -yベルト計画のよう

な広域にわたる、しかも特定問題に限定した

サブジェクトプラ γ(subjectplan)、(3)近い

将来の開発・再開発計画としてのアクシヨシ

エリアブラシ(actionarea plan)の3種があ

り、いずれのプラシも陸地測量地図(ordnance

survey map)に基づく提案区I(proposalmap) 

が備えられているため、個々の不動産がロー

カルプランによっていかなる影響を受けるか

の判断が可能となる。

ただし、以上のストラクチャープラン、ロー

カルプランの二層制は、 1971年都市・田園計

画法(Townand Country Planning Act 

1947)以降についてであり、それ以前につい

ては、あるいは未だローカルプラソの策定を

欠く自治体では、 1947年法下の一層制の旧式

プラ γ(oldstyleplan)が開発規制の判断基

準となり、またかつての大ロンドン、 6つの

メトロポリタン・カウ γティ・カウンシルに

ついては、 1985年地方政府法(LocalGovem-

ment Act 1985)以降、それまでのこ層制プ

ランからユニタリーディベロップメン卜プラ

γ(unitary development plan)と呼ばれる

一層制への転換がなされた。



また、開発計画は、開発許可申請の重要な

判基準を提供するものではあるが、それは絶

対的判断基準ではない。それは、第1に、事

情しだいでは、開発計画と対立する開発であっ

ても、裁量判断により開発を認めることは可

能だからであり、そして第2に、開発計画そ

れ自体が、地域カパリソグ、および内容の両

面で必ずしも満足のいくものではないからで

あるO カバリングについて言えば、 1980年代

中頃の時点でも、採用決定されたローカルフ。

ラソは、大ロンドンの人口の44%、メトロポ

リタシ・カウ γティの人口の7%、他のカウ

シティの人口の12%をカバーするに留まる 7。

他方の内容の点についていえば、プラン作成・

採用に時間がかかえすぎることから生ずる、

現実の状況変化とプラ γのミスマッチの問題

がしばしば指摘されている。従って、第3に、

地方計画庁は、ローカルプラ γ等の開発計画

以外にも、以下に述べる判断基準を有してい

るからである。

第3の審査作業は、申請開発と地域政策B

Oocal policy)との比較検討である。地域政

策には、立法的根拠をもつものと、それをも

たない非公式のものとがあり、地域政策は、

一般に、ローカルプランにもられた政策の具

体化、あるいはローカルプラ γへの追加政策

という意味合いをもっ。具体的政策内容とし

ては、保存地域政策、キャラパγ規制、特定

地域政策(ニュータウソ・都市開発公社の指

定地域、エンタープライズゾーン、簡略化計

画地域(simplifiedplanning zone))、樹木・

登録建築物Oistedbuilding)保存政策、広告

規制等がある。例えば、地方計画庁は、この

地域政策を根拠に保存地域内にある建築物の

修理に際して、窓やドアのデザイ γに対する

規制、工場周囲の美観規制を行う。

第4の作業は、政府環境省の開発政策との

比較検討である。政府の開発政策は、都市計

画法に代表される立法、回覧(circular)、覚

え書き(note)、大臣演説といった手段によっ

て地方政府に伝達される 9。地方行政担当官

は、開発申請の出されている建築物が歴史的

建築物として登録されたものではないか、工

場建設申請がエソタープライズゾーγ内のも

のであるかどうか等、開発許可申請の内容と

政府の政策との比較検討を行う。

第5の審査作業は、申請の出されている開

発予定地、およびその近辺において、これま

で開発許可申請が出されていなし、かどうか、

出されていたとすれば、その裁決、裁決理由

の内容をチェックすることである。ただし、以

前の開発申請の歴史は、あくまで参考であり、

同じ道路の数メートル離れた地点で、の同様の

開発が許可されていたとしても、新たな開発

許可申請が認められることを意味しない100

第6の審査作業は、 (1)開発対象となる建物、

(2)隣接建築物・隣接地を含む開発対象となる

敷地、 (3)近隣地域、以上3対象に対する開発

の影響調査である。この第6の審査作業は、

最も現実、具体的な作業であり、地域アメニ

7 A. G. Coon. "Local Plan Coverage in the UK. "The Planner. Jan .1986. p. 28. 
SP.Morgan and S.Nott.ot.cit. .Ch.5参照。
9Ibid. .Ch.6参照。

lOIbid. .P .15. 
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ティの維持、その形成に直接、具体的にかか

わる。また、この第6の作業は、関係行政官、

関係議員の裁量判断が最も強く発揮されると

ころであり、都市・田園における環境維持は、

この裁量性に委ねられた第6の作業に負うと

ころが大きいのである。

この作業の検討項目は、大きく見て「美観」

と「近隣地域への影響」の2つの内容からな

る。美観への影響審査で、は、まず開発の規模、

敷地のサイズ、建ぺイ率が問題となる。また、

建物の数は、敷地サイズとの比較で多すぎて

も少なすぎても美観をそこねると判断される。

さらに、開発対象建築物の容量および高さと

周囲の既存建築物との調和が問われる。周囲

の建物との調和は、さらにデザイン、色あい

についても求められる。この点では、周囲と

の調和を保つ必要上、壁面を単にレソガ、タ

イル張りにするだけでは十分ではなく、材質

のきめ(texture)、色あい(colour)も含めた

デザイ γの調和が求められるといわれる。建

物の調和、デザイシと並んで、造園

(landscaping)もまた美観問題の一検討事項

である。例えば、工場建設等建物のデザイソ

がかんばしくない場合、建築に際して建物が

周囲から見えないような地形(contours)利

用の工夫、やはり建物がかくれるような造園、

植樹の処置が求められる110環境省は、 1985

年に出された回覧12において、デザインにつ

いては、開発申請者の環境省への上告(apeal)、

"Ibid. ，p.254，p.268. 
l'Ibid. ，p. 267. 
l'Ibid. ，p.268. 

開発規制の遅延の原因となることから、正当

な理由がある場合にのみ問題とすべきである

との考えを示しているO もっとも、この回覧

通達は、デザイ γを含む美観への影響が開発

許可・不許可の重要な判断基準となることを

否定するものではない。美観への影響は一重

要判断基準を形成する130

他方の近隣地域に対する影響で問題とされ

るのは、騒音、悪臭、通勤・物資輸送といっ

た交通への影響、開発予定地への入口の位置

が道路へのアクセスとして適切かどうか、イ

ンナーシティー商庖への影響、住宅需要への

質14・量の両面での影響、そして他のより適

切な利用方法が考えられないか等についてで

ある。

もっとも、この美観、および近隣地域への

影響審査においては、開発の種類、開発の場

所によって、検討事項、また検討事項の重点

の置き方は異ならざるをえない。例えば、シ

ティセシターでの商庖の開設に際しては、当

該地区がそこに多くの顧客が集中し、かつ歴

史的建築物を残すだけに、その建物へのアク

セスが十分保証されているかどうか、周囲の

建物との外観上の調和が特に問われる。他方、

工場建設において最も問題となるのは、工場

に出入りする交通の質・量、幹線道路へのア

クセス、環境への影響である。また、住宅開

発においては、増・改築の場合、外観、敷地

の境界からの距離が特に問題となるが、新築

14ここで質が問題となるのは、開発が例えば産業開発の場合、そこで新たに雇用されることになる労働

者の階層によって、将来需要されることになる住宅のタイプが、カウソシルハウスか、一戸建かという

具合いに違ってくるからである。
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の場合には、外観と並んで、周囲の道路から

のアクセスが適切かどうか、近隣地域の学校、

商屈といった施設に対する影響が重要な問題

となってくる。

最後に、計画担当官は、申請開発計画との

かかわりが予想される他の部署の行政官との

公式、非公式での接触、さらに寄せられた住

民の意見を考慮、に入れつつ、裁定に向け原案

リストを作成する150

以上、開発申請の審査過程を順次追ってき

たが、そこでの 1つの大きな特徴は、第6作

業としてとり上げた美観および近隣地域への

影響審査にあり、ここに開発規制の精神が集

約的に表現されているといえる。第6作業で

の問題は、アメニティであり、開発許可申請

においてアメニティへの影響が審査されると

いう点に、事前の開発許可申請の原則と並ぶ

イギリス開発規制の第2の特徴があるO そこ

では、アメニティ観念を判断基準として、美

観、建物・人口の密度、交通許容量等、生活

のゆとり、充実した生活空間の形成・維持が

問われてくるのである。そして、この裁量判

断余地によって支えられたアメニティ基準に

基づく開発規制の存在こそは、その地域カパ

リソグ、内容、作成タイミソグの点で問題を

残す土地利用計画を補い、戦後これまで良好

なる住宅・都市環境の形成を可能としてきた

重要な要因であったと考えられる。

住宅、オフィス、工場、商庖、オープソス

ペース、公共施設、これら各種都市機能の密

度、アクセスを勘案した適切な配置、これら

各種機能を連結する交通体系の実現、郊外の

15P.Morgan and S.Nott，ot.cit. ，p.17. 

自然環境の維持、そして美観的にも調和のと

れた都市、こうした機能、アメニティ両面か

ら生活を支えていく都市建設は、公的主体に

よる政策的コ Yトロールの存在抜きには不可

能である。イギリスの場合、土地利用計画

(planning)、およびそれまでの生活観念に

支えられた裁量判断に基づく開発規制政策に

よって、市場メカニズムがもたらす乱開発を

防止し、秩序立った都市形成の実現に努めて

きたのである。

7. むすび

自由放任下の市場経済は、あらゆる社会階

層に対する社会的に望ましい住宅の供給を実

現せず、また経済性・機能性と美観を兼ね備

えた社会的に望ましい住宅・都市環境をも実

現しない。自由放任経済は、歴史的事実とし

て、都市スラム、非効率的道路・交通網、乱

雑・不揃いな町並をもたらしこそすれ、社会

的資源の住宅部門、都市社会基盤への適切な

る配分を保証せず、また基本的住宅環境条件

としてのアメニティ空間をも保証しないので

ある。さらに、市場経済下にあっては、社会

的資源の住宅部門への著しい配分不足は、投

機を呼び起こし、投機的不動産価格の高騰を

不可避とする。投機は、社会的富の地主・不

動産業者への分配のシフト・歪みを拡大し、

住宅部門への資源配分を一層狭め、またアメ

ニティ空間の形成を困難なものとする O

住宅、都市形成においても、公共主体によ

る政策介入は不可避であり、イギリスにおい
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ては、すでに見たように、(1)公共住宅政策、

およびその補完としての民間借家家賃政策、

住宅協会(HousingAssociation)政策、 (2)建

築組合(BuildingSociety)制度、 (3)都市計画

制度(開発規制)を 3本柱とする政策介入に

よって、住宅の質・量の確保、都市・農村ア

メニティ空間の形成に努めてきた。イギリス

社会は、政府の直接的公共住宅建設および、

優遇税制を初めとする政策的バックアップを

受けた建築組合が個人貯蓄を住宅投資資金と

して囲い込むことによって、住宅部門への社

会的資源配分を確保し、また開発許可・開発

規制制度によって土地利用・開発をコシトロー

ルし、良好なる住宅・都市環境の形成に努め

てきたのである。 1980年代以降、それまでの

住宅政策の後退、撤回が進行するが、戦後、

1970年代までは、上記3本柱による政策介入

は、わが国の民間指導=公共補完型政策qこ

比べた場合、きわめてベースのしっかりとし

た、そして積極的なものであったといえる。

わが国の住宅政策の体系的展開は、ここで

の課題ではないが、以上のイギリス住宅政策

の展開は、住宅貧困国日本に対し、いくつか

の重要な政策転換、政策導入の必要性を示唆

する。第1は、公共住宅投資の拡大である。

わが国の住宅ストック構成は、持家61.3%、

民間借家25.8%、公営住宅5.3%、公社・公

団住宅2.2%、給与住宅4.4%(1988年住宅統

計調査)である。つまり、イギリスのカウソ

シルハウスに相当する公営住宅は5.3%でし

かなく、そのため高額家賃・低質条件にもか

かわらず民間借家への依存度は25.8%と高い。

とりわけ大都市圏での住宅需給の緩和、住宅

の質の向上の両面で公共住宅投資の拡大が必

要とされている。その際の留意点は、次の3

点である。 1つは、広さの点での基準の引上

げである。最低居住未満住宅は、民間借家

(55.6%)に続き、公共借家 (21.6%)に多

く集中し、この面での公共住宅の質の引き上

げは避けられない。 2つ目は、デザイソ、建

物のレイアウト面での質のレベルアップであ

るO まずは、大規模団地方式から低層、小規

模単位での分散配置方式への転換が考えられ

る。高層建設は、パソダリズムの温床であり、

また大規模団地方式は、特定社会階層の社会

的隔離につながる。小規模分散方式は、ソー

シャルミックスを可能とし、低層化はその小

規模分散を可能とする。 3つ目は、住宅管理

への住民参加である。住民参加は、住民ニー

ズの把握を確実なものとし、官僚的な画一的

管理・運営を防止するうえでもきわめて有効

であるO

第2は、公共住宅政策の一変種としての公

的住宅用地リース方式の確立である。東京を

初めとする大都市圏にあっては、総住宅費の

80%前後を土地代が占める。こうした状況下

にあっては住民局の改善も望めない。公的

責任において、開発利益の社会的還元を計り

つつ、住宅用地をリース方式で供給し、住宅

コストに占める用地費(リース代)を30%以

内におさえることができれば、そのことによ

る住宅の質の改善効果はきわめて大きい。ま

た、この用地リース方式の下では、これまで

公共住宅の欠陥とされてきた、デザイン・建

1わが国の住宅、土地政策については、拙著『土地の商品化と都市問題11(1993年、同文舘出版)を参照。
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物のレイアウトの単調性、社会的隔離現象、

官僚的管理は、初めから問題とならない。

第3は、住宅金融の確立である。具体的に

は、住宅金融公庫の抜本的拡充か個人預金・

債権発行をベースとする新たな住宅・都市基

盤融資専門の金融機関の確立が考えられる。

高度成長期、個人貯蓄資金は、政策的に産業

投資に振り向けられ、住宅金融は副次的位置

に置かれてきた。そして、オイルショック後

にあっても、住宅金融の確立を見ないまま、

大量の資金が余剰資金として海外投資、投機

へと流れてきた。わが国の住宅・都市環境の

改善のためには、かつての産業育成を目的と

した政策金融に匹敵する都市基盤整備を含め

た住宅整備を目的とする政策金融の確立が必

要であるO

第4は、すべての開発を原則許可制とする

開発規制制度の導入である。この制度の下で

は、道路、公共施設の整備のないまま建物の

建設が進行することは認められない。問題は、

開発規制の下でアメニティをどう実現してい

くかであろう。イギリスにおいては、アメニ

ティ規制は地方計画庁の裁量判断に多くを依

存することはすで、に述べたが、それが可能と

なるのも、すでにアメニティに関してそれな

りのコンセγサスが国民の間で確立している

からであって、アメニティに関するコ γセン

サスが崩壊状態にあるわが国にあっては、裁

量性は有効に機能しえないことが予想される。

アメニティの維持・形成は、開発規制制度に

加え、土地利用計画の詳細化、その下での各

種土地利用形態、各地域ごとでの条例に基づ

く建築規制の導入が必要とされよう。

わが国住宅事情の抜本的改善は、これま，で

の各個人まかせの民活支援型政策体制から、

公共主体が、社会的に望ましい住宅、住宅環

境実現の基本的責任を負う体制への転換を必

要としているのであるO

(本稿は、イギリス留学の一成果である。留

学に際しては、鹿島学術振興財団、第一住宅

建設協会・地域社会研究所、及び森社会工学

学術奨励金による助成を受けた。関係各位に

感謝し、記してお礼を申し上げたい。)
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